
藤沢市個人情報保護制度運営審議会答申第５６３号 

 

 ２０１３年（平成２５年）６月１３日 

                                                               

藤沢市長 鈴木 恒夫  様 

                   藤沢市個人情報保護制度 

                               運営審議会会長  畠山 鬨之 

 

固定資産の評価及び価格の決定事務に係る個人情報を目的外に 

利用させること及び目的外に利用させることに伴う本人通知の 

省略並びにコンピュータ処理について（答申） 

 

２０１３年（平成２５年）6 月３日付けで諮問（第５６３号）された固

定資産の評価及び価格の決定事務に係る個人情報を目的外に利用させる

こと及び目的外に利用させることに伴う本人通知の省略並びにコンピュ

ータ処理について次のとおり答申します。 

 

１ 審議会の結論 

 (1)  藤沢市個人情報の保護に関する条例(平成１５年藤沢市条例第７号。

以下「条例」という。) 第１２条第１項第４号の規定による目的外に

利用させる必要性があると認められる。 

 (2) 条例第１２条第５項の規定による目的外に利用させることに伴う

本人通知を省略する合理的理由があると認められる。 

 (3)  条例第１８条の規定によるコンピュータ処理を行うことは適当で

ると認められる。 

 

２  実施機関の説明要旨 

実施機関の説明を総合すると，本業務を執行するに当たり必要な個人 

情報を，目的外に利用させる必要性及び目的外に利用させることに伴う

本人通知を省略する合理的理由並びにコンピュータ処理をする必要性

は次のとおりである。 

(1) 諮問に至った経過 

    藤沢市では，農業振興地域の整備に関する法律（以下「農振法」とい

う。）に基づき，昭和４８年９月に藤沢農業振興地域整備計画（以下「整

備計画」という。）を策定し現在に至っている。整備計画は農業の振興

を図るべき区域を明らかにし，その土地の農業上の有効利用と農業の近

代化のための施策を総合的かつ計画的に推進するためのものであり，市

の農業施策の根幹をなす重要な計画で，各事業はこれに基づいて実施し

ております。 

   農振法第１２条の２では，農業振興地域についておおむね５年に一度

整備計画に関する基礎調査を現況及び将来の見通しについて行うもの

とされており，農振法第１３条では基礎調査の結果により必要が生じた



ときは遅滞なく整備計画を変更しなければならないとされている。 

    前回平成１９年度に基礎調査を実施し，現在，平成２４年度からの基

礎調査を実施している。農業振興地域について藤沢市では市街化調整区

域のほぼ全域が指定されており，農業振興地域内の土地において農振法

第８条第２項第１号に定められた農用地区域（以下「農用地区域」とい

う。）を指定していく。農用地区域の指定にあたり農業振興地域内の現

地調査をする際，及び整備計画策定後における農業振興地域内の土地利

用の現況把握や，整備計画等の基本となる土地の管理図面に利用するこ

とにより農業行政全般の効率化を図ることができるため資産税課の保

有する個人情報について利用させることについて諮問するものである。 

(2) 目的外に利用させる個人情報 

    資産税課が保有する個人情報のうち土地課税台帳及び土地補充課税

台帳に記載された市街化調整区域（約５万２千件）の所在町名，地番に

係る現況地目，登記地目，現況地積，登記地積，所有者氏名及び所有者

住所並びに地番図。 

(3) 個人情報を目的外利用させることの必要性について 

    整備計画の策定において，農振法第１２条の２に規定された整備計画

に関する基礎調査の実施及び農林水産省が定める農業振興地域制度に

関するガイドラインにある農用地利用計画の表示手段としての２，５０

０分の１の平面図を作成するにあたり所在町名，地番に係る現況地目，

登記地目，現況地積，登記地積，所有者氏名，所有者住所，土地の形が

必要になるが農業水産課では保有しておらず，これらの情報がないと整

備計画の策定及び土地利用の現況把握等ができず農業行政に著しい支

障が生じる。本市では農業振興地域について市街化調整区域のほぼ全域

が指定されていることから個別にこれら個人情報を収集しようとする

と膨大な時間、労力、費用がかかる。また、土地利用の現況把握につい

ても田畑の面積を集計等する必要があり、現況をデータで保有している

資産税課の個人情報を利用することが合理的である。  

   以上のことから、効率的、合理的に事務処理を進めるため資産税課が

保有する個人情報のうち市街化調整区域の所在町名，地番に係る現況地

目，登記地目，現況地積，登記地積，所有者氏名，所有者住所及び地番

図を利用させるものである。 

(4) 個人情報の引渡し方法 

 ア 所在町名，地番に係る現況地目，登記地目，現況地積，登記地積，

所有者氏名，所有者住所について：電子媒体（USB メモリ）による。 

 イ 地番図について：次のア～ウの仕様で紙データによる。 

  (ｱ) 地区（町名毎） 

    用田，宮原，葛原，菖蒲沢，打戻，獺郷，遠藤，長後，下土棚，

高倉，円行，今田，西俣野，藤沢（立石・白旗・善行），亀井野，

石川，大庭・稲荷。 

  (ｲ) 縮尺 

      １／２５００ 



  (ｳ) 地図の向き等 

      原則南北で用紙の上下を合わせる。範囲等詳細は協議のうえ決め 

る。 

(5) 個人情報を目的外に利用させることに伴う本人通知の省略につい 

て 

今回，利用させる個人情報は藤沢市内の市街化調整区域全域の土地 

課税台帳及び土地補充課税台帳に記載された情報が約５万２千件に

なることから，目的外のために利用させる個人情報の内容の重要度に

比べて，通知する費用や事務量が過分に必要となり，事務処理の効率

性が著しく損なわれることから，本人通知を省略するものである。な

お，市民へは農業水産課が広報に掲載することで個人情報を目的外に

利用させることについて周知を図る。 

(6) コンピュータ処理の必要性について 

     今回目的外に利用させる所在町名，地番に係る現況地目，登記地目，

現況地積，登記地積，所有者氏名，所有者住所は藤沢市内の市街化調

整区域全域の課税台帳約５万２千件と膨大なデータ数になることか

らコンピュータ処理が必要となるものである。 

(7) 安全対策について 

      コンピュータ処理については，安全対策が施されているＩＴ推進課

のコンピュータ室で管理されているデータを抽出するもので，安全対

策が十分に図られている。 

      また，コンピュータ処理後に引き渡した USB メモリ及び引き渡した

紙データについては，次のとおり個人情報の管理に努めさせる。 

ア その業務に当たる必要最低限の職員のみが利用すること 

イ 本業務の目的以外には利用しないこと 

ウ 管理責任者を定め，紛失等の事故が生じないよう管理すること 

エ 不要になったときは，速やかに破棄すること 

     以上，「藤沢市コンピュータシステム管理運営規程」及び「藤沢市

情報セキュリティポリシー」に則り，安全対策に努めるものである。 

(8) 実施年月日 

    ２０１３年（平成２５年）６月１３日以降 

(9) 提出資料 

    ア 地番図について 

    イ 個人情報取扱事務届出書 

     

３ 審議会の判断理由 

    当審議会は，次に述べる理由により，審議会の結論(1)から(3)までの

判断をするものである。 

 (1)  個人情報を目的外に利用させる必要性について 

整備計画の策定において農振法第１２条の２に規定された整備計

画に関する基礎調査の実施及び農林水産省が定める農業振興地域制

度に関するガイドラインにある農用地利用計画の表示手段としての



２，５００分の１の平面図を作成するにあたり所在町名，地番に係る

現況地目，登記地目，現況地積，登記地積，所有者氏名，所有者住所，

土地の形が必要になるが，本市では農業振興地域について市街化調整

区域のほぼ全域が指定されていることから個別にこれら個人情報を

収集しようとすると膨大な時間，労力，費用を要することになる。ま

た，土地利用の現況把握についても田畑の面積を集計等する必要があ

り，現況をデータで保有している資産税課の個人情報を利用させるこ

とが合理的である。 

以上のことから判断すると，個人情報を目的外に利用させる必要性

が認められる。 

(2)  個人情報を目的外に利用させることに伴う本人通知の省略につい

て 

目的外に利用させる個人情報は，市内の市街化調整区域全域の土地

課税台帳及び土地補充課税台帳に記載された情報が約５万２千件に

なることから，目的外のために利用させる個人情報の内容の重要度に

比べて，通知する費用や事務量が過分に必要となり，事務処理の効率

性が著しく損なわれることから本人通知を省略するものである。 

     なお，市民へは農業水産課が広報ふじさわに掲載することで周知を 

図るとのことである。 

     以上のことから判断すると，本人通知を省略する合理的理由がある 

と認められる。 

(3)  コンピュータ処理について  

ア コンピュータ処理の必要性について 

       今回利用させる所在町名，地番に係る現況地目，登記地目，現況 

地積，登記地積，所有者氏名，所有者住所は藤沢市内の市街化調整 

区域全域の課税台帳約５万２千件である。実施機関の口頭説明によ 

れば，このように抽出する件数及び情報量が膨大であることからコ 

ンピュータ処理が必要となるとのことである。 

       以上のことから判断すると，コンピュータ処理の必要性が認

められる。  

イ  安全対策について 

      実施機関では，次のような安全対策を講じている。 

コンピュータ処理については，安全対策が施されているＩＴ推進

課のコンピュータ室で管理されているデータを抽出するもので，安

全対策が十分に図られている。 

     また，コンピュータ処理後に引き渡した USB メモリ及び引き渡し

た紙データについては，次のとおり個人情報の管理に努めさせる。 

(ｱ)その業務に当たる必要最低限の職員のみが利用すること 

(ｲ)本業務の目的以外には利用しないこと 

(ｳ)管理責任者を定め，紛失等の事故が生じないよう管理すること 

(ｴ)不要になったときは，速やかに破棄すること 



        以上，「藤沢市コンピュータシステム管理運営規程」及び「藤沢 

市情報セキュリティポリシー」に則り，安全対策に努める。 

     以上のことから判断すると，安全対策上の措置が施されていると

認められる。 

以上に述べたところにより，コンピュータ処理を行うことは適当であ

ると認められる。 

 

                                                       以 上 

 

 


